
福島県営農再開支援事業補助金交付要綱

第１ 趣 旨

県は、福島県営農再開支援事業推進費補助金交付要綱（平成25年2月26日付け24

生産第2876号農林水産事務次官依命通知。以下「国交付要綱」という。）及び福島

県営農再開支援事業実施要綱（平成25年2月26日付け24生産第2875号農林水産事務

次官依命通知。以下「国実施要綱」という。）に基づき、市町村、農業協同組合等

（間接補助事業者を含む。）（以下「補助事業者等」という。）が行う福島県営農再

開支援事業による対策事業に要する経費について、予算の範囲内において福島県

営農再開支援事業補助金を交付するものとし、その交付に関しては、福島県補助

金等の交付等に関する規則（昭和45年福島県規則第107号。以下「規則」という。）

その他法令の定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

第２ 補助の対象及び補助率

１ 補助金は、補助事業者等が別表に掲げる事業を行う場合に、当該事業に要する

経費について当該補助事業者等に対して交付するものとする。

ただし、各農林事務所（以下「農林事務所」という。）の管轄する区域の補助事

業者等（市町村を除く。）が別表に掲げる事業（別表１の（１）のキ及びサの事業

を除く。）を行う場合に、市町村長が補助事業者等に対して補助するときの当該補

助に要する経費については、市町村長に対して交付するものとする。

２ 補助金の額は、補助事業ごとに別表に掲げる補助率の範囲内で知事が定める額

とする。

３ 別表の経費の欄に掲げる事業費及び市町村事務費の経費を相互に流用してはな

らない。

第３ 補助の申請

１ 規則第４条第１項の規定による補助金交付申請書の様式は、第１号様式による

ものとし、その提出期限は知事が別に定める日とする。

２ 前項の補助金交付申請書を提出しようとする者は、当該補助金に係る消費税及

び 地方消費税仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相

当する額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費

税額として控除できる部分の金額と当該補助金に地方税法（昭和25年法律第226号）

に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額を

いう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合は、これを減額して申

請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る

消費税相当額が明らかでない事業実施主体に係る部分については、この限りでな

い。



第４ 補助金交付の条件

１ 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、別表の経費の欄

に掲げる各取組に応じ、それぞれ同表の重要な変更の欄に掲げる変更以外の変更

とする。

２ 規則第６条第１項第５号に規定する別に定める事項は、次のとおりとする。

（１）国から付された補助金交付の条件を遵守するために必要な事項について補助

事業者が従うべきこと。

（２）事業実施主体に対し、補助金を交付するときは、補助事業者等は規則第18条

の規定に準じた規定を設けること。

（３）前号の規定により、財産処分の制限をした場合において、制限期間内に処分

することを承認する場合は、あらかじめ知事の承認を受けること。

（４）その他規則及びこの要綱の定めに従うべきこと。

３ 補助事業者等は、事業実施主体に対し、補助事業の完了後においても補助事業

により取得し、又は効用の増加した財産については、善良な管理者の注意をもっ

て管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効果的な運営を図るよう指

導するものとする。

第５ 変更等の承認申請

補助事業者等は、規則第６条第１項第１号又は第２号の規定に基づき知事の承

認を受けようとする場合は、福島県営農再開支援事業補助金変更承認申請書（第

２号様式）を提出しなければならない。

第６ 申請を取り下げることができる期日

規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付決定の通知を受理した日

から起算して10日を経過した日までとする。

第７ 事業着手及び入札報告

補助事業者等は、施設設置又は機械、資材購入等の事業に着手したときは、第

３号様式による入札結果報告・着工届を知事に提出しなければならない。

第８ 概算払

１ 知事は、必要があると認めるときは、この要綱に定める補助金について概算払

の方法により、補助金の交付をすることができる。

２ 補助事業者等は、前項の規定に基づき補助金の概算払を受けようとするときは、

福島県営農再開支援事業補助金概算払請求書（第４号様式）を知事に提出しなけ

ればならない。

第９ 事業遂行状況報告

１ 規則第11条の規定による報告は、補助金の交付決定のあった年度の12月31日現

在において、福島県営農再開支援事業補助金遂行状況報告書（第５号様式）によ

り作成し、当該年度の１月10日までに提出するものとする。



ただし、当該年度の12月における概算払請求書の提出をもってこれに代えるこ

とができるものとする。

２ 補助事業者等は、当該事業が完了したときには、すみやかに福島県営農再開支

援事業完了報告書（第６号様式）を知事に提出しなければならない。

３ 知事が前項に定める時期のほか、補助事業の円滑適正な執行を図るため必要が

あると認めるときは、事業実施主体に対して当該補助金の遂行状況報告書を求め

ることができる。

第10 実績報告

１ 規則第13条の規定による実績報告は、福島県営農再開支援事業実績報告書（第

１号様式）により、事業完了の日（事業の中止、又は廃止の場合には、知事の承

認を受けた日）から起算して30日を経過した日、又は補助金の交付決定のあった

日の属する年度の３月31日（交付金を全額概算払により交付を受けた場合には、

当該年度の翌年度の４月20日）のいずれか早い日までに行わなければならない。

２ 補助事業者等は、前項の実績報告を行うにあたり、補助金に係る仕入れに係る

消費税等相当額が明らかな場合には、これを補助金額から減額して報告しなけれ

ばならない。

３ 補助事業者等は、実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の

申告により当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、

その金額（当初に減じた額を上回る部分の金額）を仕入れに係る消費税等相当額

報告書（第７号様式）によりすみやかに知事に報告しなければならない。

４ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等相当額の全部又は一部の

返還を命じることができる。

第11 補助金の交付請求

補助金交付決定の通知を受けた補助事業者等は、補助事業が完了した場合は、

すみやかに福島県営農再開支援事業補助金交付請求書（第８号様式）を知事に提

出しなければならない。

ただし、補助金の全額が概算払いされた場合は、この限りでない。

第12 財産処分の制限を受ける期間及び内容

規則第18条第１項ただし書に規定する別に定める期間並びに同条同項第２号及

び第３号に規定する別に定める財産は、減価償却資産の耐用年数に関する省令（昭

和40年大蔵省令第15号）による（ただし、当該省令に定めのない財産については、

農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和31年農林省令第18号）による。）ものと

する。（ただし、１件当たりの取得価格が50万円以上のものに限る。）

第13 会計帳簿等の整理等

１ 補助金の交付を受けた補助事業者等は、地方公共団体の場合にあっては、当該

補助事業等に係る国の補助金等と当該補助事業等に係る当該地方公共団体の予算

及び決算との関係を明らかにした補助金調書（第９号様式）を作成してこれを保

管し、地方公共団体以外の者の場合にあっては、当該補助事業等に係る収入及び



支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類又

は証拠物を整理保管し、補助事業の完了した日の属する会計年度の翌年度から起

算して５年間保存しておかなければならない。

２ 補助事業者等は補助事業により取得し、又は効用の増加した財産に係る財産管

理台帳（第10号様式）を前条第１項に規定する期間内備えておかなければならな

い。

第14 権限の委任

規則及びこの要領に基づく知事の権限は、所轄の農林事務所の長に委任する。

ただし、県全域に及ぶ又は農林事務所の域を越える広域的な団体が事業実施主

体である場合を除くものとする。

附 則

この要綱は、平成25年３月12日から施行し、平成24年度分の補助金から適用する。

ただし、平成24年度事業及び平成25年度事業については平成25年１月15日以降に

着手した取組を、平成26年度以降に実施する事業については当該年産農産物の生産

に向けて当該年の１月１日以降に着手した取組を事業対象とすることができるもの

とする。

なお、事業実施主体は、平成25年１月15日から交付決定を受けるまでの期間に生

じたあらゆる損失等は、自らの責任とすることを了知した上で行うものとする。

附 則

この要綱は、平成25年７月３日から施行する。

附 則

この要綱は、平成25年10月17日から施行する。

附 則

この要綱は、平成26年４月16日から施行する。

附 則

この要綱は、平成26年７月２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成26年11月４日から施行する。

附 則

この要綱は、平成27年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成27年10月２日から施行する。



附 則

この要綱は、平成28年２月５日から施行する。

附 則

この要綱は、平成28年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成28年５月６日から施行する。

附 則

この要綱は、平成28年10月５日から施行する。

附 則

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成31年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年１月21日から施行する。

附 則

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１４日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。



（別表）

経費の配分の変更 事業の内容の変更

１　事業費

（１）避難区域等における営農再開支援 定額

　ア　除染後農地等の保全管理

　（ア）種苗代、肥料代等の資材費

　（イ）作業用具代

　（ウ）農業機械等のリース・レンタル費用

　（エ）雇用労賃　等

　

　イ 鳥獣被害防止緊急対策

　   国実施要綱の別記２で定める経費

　ウ　営農再開に向けた作付・飼養実証 定額

　 　 作付・飼養実証に係る掛かり増し経費で下記の経費

　（ア）種苗代、肥料代、飼料代等の資材費

　（イ）家畜（肉用に供するものは除く。）及び畜舎のリース代

　　　　（ただし、実証期間の減価償却費相当額に限る）

　（ウ）吸収抑制資材の購入費

　（エ）栽培・飼養管理費

　（オ）土壌・品質等の分析費

　（カ）調査・指導費

　（キ）獣医費

　（ク）研修会等開催の経費

　（ケ）生産物の買上げ・廃棄費用

　（コ）その他作付・飼養実証に要する経費（オ　放射性物質の交差汚染防止対策の対象となる経費を除く）

　エ　避難からすぐ帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援

　（ア）農業機械のリース費用 定額

　　　（レンタルや他の農業者等からの賃借により農業機械を利用する場合の費用も含む）

１　経費の欄の各
取組について、補
助金額の増加又は
30％以上の減少

１　事業実施主体
の変更（35千円／10ａを上限）

定額、1／2以内、又は11／
20以内 ２　経費の欄の

（１）のアから
コ、及び（２）の
ア、イのいずれか
の取組の新設又は
中止

（なお、詳細は国実施要綱の別
記2の定めるところによる。）

（ただし、花きの作付実証は上
限100万円／箇所）

（なお、詳細は国実施要綱の別
記5の定めるところによる。）

区　　　分 経　　　　　費 補　助　率
重要な変更

福島県営農再開支援事業
補助金

　国実施要網に基づいて平成２５年１月１５日以降に行う事業に要する次に掲げる経費又は当該経費につき、市
町村が補助するのに要する経費



経費の配分の変更 事業の内容の変更

　（イ）農地の管理費 定額

（ただし、作付する作物毎に以
下の単価を乗じた額とする。水
稲21千円／10a、小麦27千円／
10a、大豆20千円／10a、飼料作
物30千円／10a（なお、前年度又
は当該年度に生産した飼料作物
の運搬を外部委託する場合の管
理費は29千円／10ａとし、運搬
に要する経費（外部委託契約に
より実際に委託先に支払った額
または補助上限額（5千円／ｔ）
のうちいずれか少ない額）を上
乗せした額とする）、ホールク
ロップサイレージ用稲7千円／10
ａ（なお、前年度又は当該年度
に生産したホールクロップサイ
レージ用稲の運搬を外部委託す
る場合の管理費は6千円／10ａと
し、運搬に要する経費（外部委
託契約により実際に委託先に支
払った額または補助上限額（5千
円／ｔ）のうちいずれか少ない
額）を上乗せした額とする）、
そば11千円／10ａ、食用油用な
たね30千円／10ａ、牧草8千円／
10ａ（なお、前年度または当該
年度に生産した牧草の運搬を外
部委託する場合の管理費は7千円
／10ａとし、運搬に要する経費
（外部委託契約により実際に委
託先に支払った額または補助上
限額（5千円／t）のうちいずれ
か少ない額）を上乗せした額と
する）、えごま17千円／10ａ、
たまねぎ28千円／10ａ、かん
しょ21千円／10a）ブロッコリー
72千円／10a、ねぎ45千円／
10a、キャベツ23千円／10a）

重要な変更
区　　　分 経　　　　　費 補　助　率



経費の配分の変更 事業の内容の変更

　オ　放射性物質の交差汚染防止対策 定額

　（ア）交差汚染防止対策の実施・指導に係る取組

　　　　訪問指導及び現地確認等の実施体制整備に係る費用（旅費、賃金、備品費、消耗品費等）

　（イ）農機具の分解清掃等の対策

　　　　農機具販売店等に依頼して実施する下記の経費

　　　ａ　農機具の分解清掃等の労賃

　　　ｂ　農機具の運搬費

　　　ｃ　交差汚染防止の観点から交換を要する部品代

　　　ｄ　交差汚染防止及び清掃等の再汚染防止の観点から要する消耗品等

　　　　農業者等が籾等の生産物を用いて農機具等を清掃する場合の経費

　　（ただし、販売不適となった生産物の販売価格相当額及び当該生産物の廃棄に要する費用に限る）

　カ　新たな農業への転換支援 1／2以内

　（ア）土地利用型作物に係る取組

　　　ａ　農業機械のリース費用

　　　ｂ　大区画化のための整地（畦畔除去等）に係る費用　等

　（イ）園芸作物に係る取組

　　　ａ　リース方式による園芸用施設等の導入

　　　（ａ）　周年栽培高温抑制型温室

　　　（ｂ）　高度環境抑制栽培施設

　　　ｂ　園芸生産資材の導入等

　　　（ａ）　種苗

　　　（ｂ）　農薬

　　　（ｃ）　肥料

　　　（ｄ）　土壌改良資材

　　　（ｅ）　被覆資材

　　　（ｆ）　園芸施設補強・補修用資材

　　　（ｇ）　その他必要な資機材

区　　　分 経　　　　　費 補　助　率
重要な変更

（ただし、農業者等が籾等の生
産物を用いて農機具等を清掃す
る場合、以下の額を補助する。
　米：とも洗いに用いた玄米重
量に10千円／玄米30kgを乗じた
額
　大豆：とも洗いに用いた大豆
重量に6千円／大豆30kgを乗じた
額
　なお、とも洗いに用いる玄米
重量は、籾すり機及び選別計量
機、又は籾すり機のみを清掃す
る場合にあっては、１組又は１
台当たりの上限を60kg、選別計
量機のみを清掃する場合にあっ
ては、農家１戸当たりの上限を
30kg（農家１戸当たり４台以上
の選別計量機を清掃する場合は
別途指示）とする。
　米又は大豆の大規模乾燥調製
貯蔵施設等のとも洗いに用いる
重量等はあらかじめ県の確認を
受けるものとする。）

　　（ただし、経年劣化による部品交換等、原発事故による放射性物質の影響には直接関係ない
　　　修理費は対象外とする）

（ただし、機械・施設のリース
導入については定額とする。上
記にかかわらず、園芸用施設を
事業実施主体の直営施行により
導入する場合であって、資材費
のみ交付対象経費とするときは
450万円／10ａ以内を限度額とし
て定額補助できるものとす
る。）

　　　　　新たな栽培の方法・品目への転換による営農再開の取組により、新たに調達が必要となった
　　　　下記の生産機資材の調達を行う経費



経費の配分の変更 事業の内容の変更

キ　家畜の導入支援

　家畜の導入に要する経費 3／4以内

　ク　水稲の作付再開支援 定額

　（ア）通常の営農活動に追加して実施される耕盤再形成又は均平化のための代かき

　　　　代かき作業及びその準備のための除草等に要する経費

　（イ）獣害により損傷を受けた畦畔の修復

　　　ａ　畦畔の修復に要する土砂・畦波板等の資材購入費

　　　ｂ　機械・機材のレンタル費用

　　　ｃ　機械燃料代

　　　ｄ　機械運搬費

　　　ｅ　雇用労賃

　　　ｆ　作業委託費

　　　ｇ　その他畦畔の修復等に要する経費

　ケ　除染後農地の地力回復支援

　（ア）堆肥・酸度矯正資材の施用による地力回復

　　　ａ　堆肥・酸度矯正資材に要する経費 定額

　　　（ａ）　堆肥は3t／10a／年を上限とする。

　　　　　　（ただし、福島県知事が特に認める場合は、5t／10a／年を上限とする。）

　　　（ｂ）　酸度矯正資材は200kg／10a／年を上限とする。

　　　　ｂ　堆肥の運搬、散布等に要する経費

　　　（ａ）　堆肥の運搬、一時貯留管理、散布等の取組に直接要する資材購入費

　　　（ｂ）　機械のレンタル費用

　　　（ｃ）　一時貯留場所の賃借料（貸借期間の減価償却費相当額に限る。）

　　　（ｄ）　機械燃料代

　　　（ｅ）　堆肥・機械等運搬費

　　　（ｆ）　雇用労賃

　　　（ｇ）　作業委託費

　　　（ｈ）　検体採取費用（旅費、役務費、備品費、消耗品費等）

　　　（ｉ）　地力回復対策に係る土壌の分析費及び分析委託費

　　　（ｊ）　その他堆肥等散布に要する経費

（ただし、導入する家畜１頭あ
たりの補助額の上限は、肉専用
繁殖雌牛については26.25万円、
搾乳用雌牛については41.25万
円、豚については6万円とす
る。）

（ただし、(ア)については補助
単価の上限を35千円／10ａとす
る。）

（なお、詳細は国実施要綱の別
記９の定めるところによる。）

重要な変更
区　　　分 経　　　　　費 補　助　率



経費の配分の変更 事業の内容の変更

　（イ）　大型機械による深耕

　　　ａ 機械・機材のレンタル費用

　　　ｂ 機械燃料代

　　　ｃ 機械運搬費

　　　ｄ 雇用労賃

　　　ｅ 作業委託費

　　　ｆ その他深耕に要する経費

　コ　地域営農再開ビジョン策定支援 定額

　　　国実施要綱の別記11で定める経費（国実施要綱別表４）

　サ　先端技術等を活用した大規模な営農再開拠点構築に向けた支援 定額又は1／2以内

　   国実施要綱の別記12で定める経費

（２）放射性物質の吸収抑制対策等

　ア　放射性物質の吸収抑制対策 定額

　（ア）放射性物質の農作物への移行を低減する効果が見込まれる資材の施用

　　　　加里質肥料等吸収抑制の効果が見込まれる肥料や土壌改良資材に係る経費

　（イ）低吸収品目・品種等への転換、改植・剪定、反転耕・深耕

　　　ａ　機械・機材レンタル料

　　　ｂ　機械オペレーター費用

　　　ｃ　機械燃料代

　　　ｄ　資材購入費（肥料、土地改良資材等）

　　　ｅ　種子・種苗費（牧草を対象とした場合）

　　　ｆ　苗木代（改植を対象とした場合）

　　　ｇ　作業委託費

　　　ｈ　備品費　等

　イ　放射性物質の吸収抑制対策の効果的な実施体制の整備 定額

重要な変更

（ただし、1地区当たりの総額
は、1年目は5千万円以内、2年目
は2千万円以内とする。なお、詳
細は国実施要綱の別記12の定め
るところによる。）

（なお、詳細は国実施要綱の別
記13の定めるところによる。）

　（ア）吸収抑制対策等に係る土壌・農産物等の分析費（検体採取費用（旅費、役務費、備品費、
　　　消耗品費等）、分析費及び分析委託費）

　（イ）吸収抑制対策等を効果的に実施するための訪問指導及び現地確認等の実施体制整備に係る費用
　　　（旅費、賃金、備品費、消耗品費等）

区　　　分 経　　　　　費 補　助　率



経費の配分の変更 事業の内容の変更

（３）特認事業

　ア　営農再開に向けた復興組合支援 定額

　 対象事業

１　除染後農地等の保全管理

２　避難からすぐ帰還しない農家の農地を管理耕作する者への支援

３　水稲の作付再開支援

４　除染後農地の地力回復支援

５　特認事業のうち次に掲げるもの

（１）作付再開水田の漏水対策

（２）担い手への農地集積に向けた準備への支援

　イ　稲作生産環境再生対策

　（ア）畦畔等の修復 定額

　（イ）作付再開水田の雑草等防除 定額

　（ウ）放射性物質の交差汚染防止対策 定額

　　　ｂ　とも洗いに用いた玄米処分経費（保管料、処分場所への運搬経費、処分料等）

　　　　作付を再開した水田において、追加的に必要となった水田の雑草防除及び病害虫防除に要
      した経費として事業実施主体が農業者等へ助成する経費（薬剤購入費、散布委託費、その他
      防除に要する経費）

　　　ａ　平成22年産米の収穫・乾燥調製の作業後初めて使用する籾すり機及び選別計量機のとも
　　　　洗い経費

（ただし、とも洗い経費にあっ
ては、とも洗いに用いた玄米重
量に10千円／玄米30kgを乗じた
額を補助する。なお、とも洗い
に用いる玄米重量は、籾すり機
及び選別計量機、又は籾すり機
のみを清掃する場合にあって
は、１組又は１台当たりの上限
を60kg、選別計量機のみを清掃
する場合にあっては、農家１戸
当たりの上限を30kg（農家１戸
当たり４台以上の選別計量機を
清掃する場合は別途指示）とす
る。）

区　　　分 経　　　　　費 補　助　率
重要な変更

　　　復興組合等が福島県営農再開支援事業のうち下表に定める事業を実施する際に必要となる経費
　　（振込手数料、消耗品費、機器リース・レンタル代、光熱水料、通信運搬費（切手、電話代）、
　　　コピー代、事務員の賃金、作業員の傷害保険料等）

　　　　畦畔等の修復を行うのに要した経費として事業実施主体が農業者等へ助成する経費（資材購入費
　　　（土砂・畦波板等）、機械・機材レンタル費用、機械燃料代、機械運送費、雇用労賃、
　　　　作業委託費、その他畦畔等の修復に要する経費）

（ただし、農業者ごとに修復す
る畦畔等に付属する水田面積の
合計に200千円／10ａ（水田面積
が10ａ未満の場合は200千円）を
乗じた額の合計額と実際に要し
た経費（通常の畦畔管理に要す
る経費相当額10千円／10ａを除
く）のいずれか低いものとす
る。）



経費の配分の変更 事業の内容の変更

　ウ　農業者の安全管理支援 定額

　エ　作付再開水田の漏水対策 定額

　　　下記に要した経費として事業実施主体が農業者等へ助成する経費

　（ア）代かき作業（作業委託費）

　（イ）漏水対策資材の施用（資材購入費及び撒布等の作業委託費）

　オ　「たらのめ」生産再開支援

　カ　作付け再開に伴う水稲苗の供給支援 定額

　　　事業対象となる苗の育苗作業の一部または全部を他市町村で行う際の苗の輸送に必要な費用

　キ　避難指示解除区域における飼料生産供給対策 定額

　（ア）　飼料作物の広域流通のための体制整備費

　（イ）　供給飼料分析等経費

　ク　除染後牧草の品質・生産性回復対策 定額

　　　牧草地土壌の改善に必要な苦土石灰等の石灰資材の購入経費

　ケ　集落等単位で農地を作付管理する地域への支援 定額

　（ア）集落ぐるみの営農体制構築支援

　　　　　生産組織と供給先の畜産農家とのマッチング活動、飼料生産体制・飼料供給先の飼養管理
　　　　及び畜産物の調査分析、研修会への参加、検討会の開催等に要する経費（旅費、消耗品費、
　　　　燃料費、役務費（郵便料）、使用料及び賃借料、備品費)

　　　　　飼料作物の分析にかかる経費（検体採取費用（旅費、役務費、備品費、消耗品費）、分析費
　　　　及び分析委託費）

（ただし、実践モデルほ場の設
置に要する経費にあっては、100
万円／箇所を上限。また、作付
管理費の補助単価は単年度当た
り18千円／10aとし、取組を行う
農地の面積に補助単価を乗じた
額とする。）

　　　ａ　集落等単位で事業実施主体が自ら策定する農地等利用計画づくり、新たな営農組織の設立、
　　　　地権者の合意形成等に要する経費
　　　　（事務及び補助員に対する賃金等、会議費、事務用品費、書類等の印刷費及び製本費、
　　　　　郵便料、電信電話料及び運搬費、研修費）

重要な変更

　　　農作物・土壌等の放射性物質に関する調査・分析に直接かかる経費（旅費、消耗品費、燃料費、
　　印刷費、役務費、調査・分析委託料、調査機器リース）、実証ほの設置及び運営にかかる経費（消耗品
　　費、調査・分析委託料）、研修会開催費用（講師旅費、講師謝礼、印刷費、役務費、会場使用料）

（ただし、35千円／10ａを上
限）

「たらのき」園地における
追加的に行う病害虫防除：
定額（ただし、199千円／10ａ
を上限）

　　　農薬費、種苗費、作業委託及び取組に直接要する機械・機材のレンタル料、機械オペレーター
    料、作業労賃、機械燃料、廃根廃棄処理費、その他必要な資材の購入及び請負に必要な経費

「たらのき」の改植：1／2
以内

区　　　分 経　　　　　費 補　助　率



経費の配分の変更 事業の内容の変更

　（イ）集落ぐるみの営農実践支援

　コ　避難区域等における農業者等の確保支援

定額

　サ　担い手への農地集積に向けた準備への支援 定額

　（ア）種苗代、肥料代等の資材費

　（イ）作業用具代

　（ウ）農業機械等のリース・レンタル費用

　（エ）雇用労賃、作業委託費等

　シ　作付再開水田の均平化支援 定額

　（ア）機械・機材のレンタル費用

　（イ）機械燃料代

　（ウ）機械運搬費

　（エ）雇用労賃

　（オ）作業委託費

　（カ）その他不陸の解消に必要な経費

２　市町村事務費 事業費の0.5％以内

　事務費の使途基準は、国実施要綱別表１で定める内容のとおりとする。

（ただし、補助単価の上限は50千
円/10aとし、補助額は、取組を行う
農地の面積に補助単価の上限を
乗じた額と、実際に要した経費の
額のいずれか低い方とする。なお、
地域条件等やむを得ない事由によ
り、上記の補助単価の上限を超え
て助成する必要がある場合にあっ
ては、別に定める手続きによって、
内容に応じた必要最小限の範囲で
上限単価を超えて助成できることと
する。）

　事業の円滑な実施を図るため、事業説明会の開催、書類審査、事業実施主体へ訪問指導、現地確認及び補助金
支出等に必要な事務費 （ただし、市町村が事業実施主

体の部分を除く）

重要な変更

　　　ｂ　事業実施主体が集落等単位における導入品目の選定等に必要な初度的な経費
　　　　（新たな品目や安定生産・省力化技術の導入等の実践モデルほ場の設置に係る掛かり増し経費
　　　　　として、種苗代、肥料代等の生産資材費、栽培管理費、土壌・品質等の分析費、調査・指導
　　　　　費、生産物の廃棄費用、検討会・研修会に要する経費）

　　　ａ　農地の作付管理に直接要する農業機械のリース経費
　　　　（レンタルや他の農業者等からの貸借により農業機械を利用する場合の費用を含む。）

　　　ｂ　もっぱら販売を目的に農作物を作付けする農地（家畜に給与することを目的に飼料作物を
　　　　作付けする農地を含み、エネルギー作物を作付けする農地は含まない。）の作付管理費

　旅費、事務及び補助員に対する賃金、事務用品費、書類等の印刷費及び製本費、会場借料・会議用機器用具
の借料、郵便料、電信電話料及び運搬費、調査等の委託費、優良事例視察調査等の経費、農業者等の確保に向
けたプラットフォームの構築に要する経費、その他農業者等の確保対策に要する経費

（ただし、担い手への集積が見込ま
れる農地は35千円／10a、令和８
年度に担い手へ集積する農地につ
いては12千円／10ａを上限とす
る。）

区　　　分 経　　　　　費 補　助　率


